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る（Mowery(1999),） 。右端の数字がカスタムソフト比率である。調査した 1985 年の時点
で、アメリカではカスタムソフトの比率は３割を切っていたが日本では９割がカスタムソ







に示すようにほぼ 2/3 の企業がカスタムソフトを中心に使うと答えている。 カスタムのシェ

















Domestic Consumption of Software and Computer Services in the United States,







1985 1992 1994 1985 1985 1985
U.S. 12.60 28.46 35.60 4.17 11.10 24.9
Japan 0.27 5.96 7.50 2.74 3.77 91.0
Western Europe 5.21 23.85 26.57 4.72 5.33 47.5
Mowery, "The Computer Software Industry," Sources of Industrial Leadership: Studies of Seven Industries,















































































































































(2)信頼性（Reliability: Frequency of bugs）
(3)製品寿命（Lifespan）
(4)労働者の抵抗（Resistance of workers in the filed to changing the job operations）
(5)労働者の IT リテラシー( literacy of workers)
(6)意思決定がトップダウンか（Difference of organizational decision making: Top
down vs. bottom-up）
(7)ネットワーク外部性（Network externality）
(8)開発企業が系列企業かどうか（Subsidiary software developer: keiretsu）
(9)企業独自のノウハウの程度（Firm specific know-how）










Total Operating Cost で比較する必要がある。















変更を行う必要がある（Lucas,Walton and Ginzberg 1988） 。労働者は業務内容の変更に抵抗
するのが通例なので、労働者の抵抗が強い企業ではパッケージソフトよりはカスタムソフ
トが選ばれやすくなるだろう。
(5) 労働者の IT リテラシー（IT literacy of workers）
上記のようにパッケージソフトではソフトウエアがその企業の業務に完全には一致して
いないので、業務を修正するかあるいはソフトウエアを多少はカスタマイズする必要が生































































答えてもらった。8 種の業務とは、A 開発設計、B 調達、C 生産・サービス、D 物流、E 販



















































































































































































































重要業務でカスタム 86 96 84
重要業務でパッケージ 70 73 73
1000人以下 77 85 76
1000人～10,000人 92 100 96





ッケージソフトのコストが 110 となって 100 を越えており、パッケージソフトのほうがむ
しろ高いという逆転が生じている。この逆転の原因は、初期費用ではなくその後の保守費
用がパッケージの方が高い点にある。パッケージソフトの初期導入費用は 101 でカスタム




















は後の図７の結果にしたがってパッケージを 6 年、カスタムを 9 年とした。また、カスタ






用を初期費用で 60、 保守費用で 70 と現実より低めに見積もってある。 規模の大きい企業で
はこの値が 80~90 くらいにはなるので、カスタムとパッケージの差はさらに小さくなり、
場合によっては逆転する。














































































































































としては 5~6 年と 10~11 年のところに答えが多く集っている。ただ、パッケージソフトと
カスタムソフトを比較すると、更新までの期間すなわち製品寿命が 3~8 年の範囲では、パ
ッケージソフトユーザの方が多く、 製品寿命が 10 年～11 年以上になるとカスタムソフトユ

































































ある ややある どちらともいえない あまりない ない
カスタムソフトユーザ パッケージソフトユーザ22





































全社員自力 半分自力 職場に一人 IT部門 ベンダーが対処
カスタムソフトユーザ パッケージソフトユーザ23




































方法としては、主たる調達先 3 社、主たる販売先 3 社、主たる業務提携先 3 社を思い浮か
べてもらい、彼らがカスタムソフトを利用しているか、パッケージソフトを利用している
かを 5 段階で答えてもらった。その結果は図 11 である。
まず調達先を見ると、カスタムソフトユーザ企業の場合、調達先がほとんどカスタムソ
































































カスタム カスタム多い 半々 パッケージ多い パッケージ
カスタムソフトユーザ パッケージソフトユーザ26



































































関連ソフト 独立ソフト 関連コンサル 独立コンサル 自社開発
カスタムソフトユーザ パッケージソフトユーザ28








































































































意思決定がトップダウンのときのダミー 図 10 －
労働者の IT リテラシー（トラブルに対処できる人の多さ、5 段階） 図 9 －
業務変更への労働者の抵抗の強さ（5 段階） 図 8 ＋
＜ネットワーク外部性＞
調達先と販売先がカスタムソフトを利用している度合い12 図 11 ＋
業務提携先がカスタムソフトを利用している度合い（5 段階） 図 11 ＋
＜競争力＞
業務内容が他社と異なっている度合い(5 段階) 図 13 ＋
情報システムが競争力の源になっている度合い(5 段階) 図 14 ＋
＜コスト＞
総費用（total operating cost）の ln(カスタム/パッケージ比) 表 2 －
カスタムの方が製品寿命が長いと思う度合い（5 段階） 図 7 ＋
<その他＞
委託したソフトウエア企業が子会社・関連会社であるときのダミー 図 12 ＋
自社開発のときのダミー 図 12 ＋
このうちコストだけは図と対応していないので説明を要する。アンケートでは同じ機能
を実現するとき、カスタムソフトを 100 としたときパッケージソフトではどれくらいの費
用がかかるかを答えてもらっている（表 2 参照） 。企業によってカスタムとパッケージのコ
スト評価はさまざまであり、カスタムを非常に高いと認識している企業もあればそれほど






























場合で、 サンプル数はほぼ全サンプルに近い 1038 企業である。 回帰式[2]はネットワーク外


























































































































帰式[1]を企業規模別に分けて回帰しなおしたものである。企業規模は 300 人未満、300 人
以上 1000 人未満、1000 人以上の３通りに分けた。全体としてサンプル数が下がるので、
ｔ値は低下傾向であるのはやむをえない。そのなかで有意なものをみていく。















推定方法→ ols ols ols ols
企業規模(従業員数）→ all ～300 300～1000 ～1000
-0.258 0.062 -0.220 -1.028




-(3.08) -(3.15) -(1.44) -(0.19)
-0.133 -0.194 0.114 -0.724
**





(2.16) (2.45) -(0.10) (1.76)
0.250
*** 0.180 0.115 0.574
**
(2.76) (1.54) (0.68) (2.35)
-0.076 0.145 -0.337 -0.876
*



















-(3.02) -(2.33) -(0.85) -(1.55)
R2 0.131 0.103 0.215 0.269
adjustedR2 0.124 0.090 0.189 0.218





























































































推定方法→ols ols ols ols ols ols ols ols
企業規模(従業員数）→all all all all all all all all
-0.059 -0.221 -0.030 0.055 0.005 -0.077 -0.048 -0.306
*
-(0.28) -(1.27) -(0.18) (0.32) (0.03) -(0.46) -(0.29) -(1.80)
-0.308
** -0.185
* -0.076 -0.173 -0.270
*** -0.277
*** -0.146 -0.104
-(2.54) -(1.74) -(0.74) -(1.59) -(3.06) -(2.90) -(1.48) -(1.04)
-0.135 0.041 0.061 0.118 0.131
* 0.167
** 0.047 0.050
-(1.31) (0.50) (0.75) (1.43) (1.83) (2.05) (0.60) (0.60)
-0.166 0.138 0.089 0.130 0.161
* 0.093 -0.004 -0.057








(2.91) (3.52) (4.69) (4.09) (3.34) (3.35) (1.59) (0.17)
-0.038 0.047 -0.076 0.074 0.154
** 0.096 0.106 0.068






(1.84) (0.69) (2.37) (1.45) (3.03) (2.33) (0.57) (1.01)
0.075 0.028 0.079 -0.078 -0.018 -0.074 0.000 -0.021








(0.04) (3.08) (2.45) (2.68) (3.81) (2.31) (2.67) (1.53)
-0.318 -0.018 0.120 0.360 0.089 0.249 0.595
*** 0.258









(0.58) (2.79) (2.92) (3.06) (3.02) (2.78) (1.95) (2.11)
3.087
*** 1.116
* 0.848 0.607 0.376 0.926 0.842 1.64
**
(3.94) (1.73) (1.33) (0.91) (0.67) (1.47) (1.35) (2.53)
R2 0.096 0.247 0.274 0.282 0.275 0.223 0.086 0.046
adjustedR2 0.053 0.215 0.240 0.248 0.249 0.191 0.055 0.010


































































生産関数はもっとも簡単なコブダグラス型を仮定する。産業 i の j 番目の企業の t 期にお
ける付加価値額を VAijtで表し、固定資本を Kijt、労働者数を Lijtとする。カスタムソフトの
影響を表すためにカスタムソフトの利用度合いの変数が必要で、これを yq または yi で表
す。ここで yq はアンケート調査から計算した値で前節で利用した値である。yi は情報処理
実態調査から（後に述べる方法で）計算した値である。それぞれに対応した推定式は以下
のようになる。
(I) ijt ij ijt ijt ijt ialbes control yq c L b K a A VA var * ) ln( * ) ln( * ) ln(     
t=1996~2005,, i=1~27, yqij はアンケート調査（2007）から計算
VA、K、L は企業活動基本調査各年版より
推定方法：産業 i でグループ化してパネル回帰
(II) ijt ijt ijt ijt ijt ialbes control yi c L b K a A VA var * ) ln( * ) ln( * ) ln(     









































































ijt i i L DL b K DK a








ウエア導入業務数の係数は、[4]式で 0.047 でプラスで有意で、[5]式で 0.023 でプラスで有
意であり、理論どおりである。ソフトウエアの導入によって生産が増えており情報化投資41







が 17853 個に 5.3 倍に増えている。サンプル数が 5.3 倍になると、データの性質が変わら
ないとすればｔ値は 2.3 倍(=5.3 の平方根)程度増えると予想されるので、[3]、[4]式でもこ
のままデータ数が増えればカスタム利用度数は有意になると予想できる。
表 6
説明変数↓ [3] [4] [5] [6]
被説明変数→ 付加価値 付加価値 付加価値 付加価値
推定方法→ パネル回帰 パネル回帰 パネル回帰 パネル回帰
































(15.28) (13.70) (30.34) (33.52)
R2:within 0.7744 0.7863 0.8087 0.814
R2:between 0.5127 0.4483 0.6067 0.5889
R2:overall 0.726 0.7185 0.7668 0.7642
観測データ数 3346 3346 17853 17853





















説明変数↓ [3a] [4a] [5a] [6a]
被説明変数→ 付加価値 付加価値 付加価値 付加価値
推定方法→ パネル回帰 パネル回帰 パネル回帰 パネル回帰






























(10.51) (10.68) (14.81) (14.58)
included included included included
included included
R2:within 0.8068 0.8078 0.8269 0.8276
R2:between 0.0996 0.0894 0.1624 0.1626
R2:overall 0.5208 0.5053 0.6066 0.6078
観測データ数 3346 3346 17853 17853
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